
令和元年（２０１９年）７月３日 

建 設 委 員 会 資 料 

まちづくり推進部まちづくり事業課 

 

 

（第５５号議案） 

 

 

中野区まちづくり事業住宅条例の一部を改正する条例について 

 

  中野区弥生町まちづくり住宅を新たに設置するとともに、事業住宅の使用に係

る申込資格等を改めるため、中野区まちづくり事業住宅条例の一部を改正する。 

 

 

１ 改正内容 

（１） 事業住宅として中野区弥生町まちづくり住宅を新たに設置する。 

（２） 事業住宅の使用者の申込資格を緩和する。 

区営住宅の使用申込者が備えるべき収入の基準を満たす要件（第４条

第１項第２号関係）及び単身者が使用を申込む場合において、区営住宅

の使用申込みの要件（第４条第１項第３号関係）を廃止する。 

（３） 区長が事業住宅の使用者の決定をするに当たり、管理上必要な条件を付

することができる旨の規定を加える。 

（４） 公営住宅法施行令及び中野区営住宅条例等の規定を踏まえ、所要の規定

整備を行う。 

 

２ 施行時期 

  この条例は、公布の日から施行する。 

  ただし、第３条の改正規定（中野区弥生町まちづくり住宅の新設）等は、令和

元年１２月１日から施行する。 
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中野区まちづくり事業住宅条例新旧対照表 

 

改正案 現行 

第１条（略） 第１条 （略） 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 事業住宅 従前住宅の居住者のうち、まちづ

くり事業の施行により当該従前住宅が除却さ

れ、若しくは移築されることに伴い住宅に困窮

するもの又はまちづくり事業が完了するまで

の間の仮住居を必要とするものに供給するこ

とを目的として、この条例に基づき設置された

住宅をいう。 

⑶ 事業住宅 従前住宅の居住者のうち、転居先

の住宅を確保することが困難なもの又はまち

づくり事業完了までの間の仮住居を必要とす

るものに供給することを目的として、この条例

に基づき設置された住宅をいう。 

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略） 

（設置） （設置） 

第３条 事業住宅を次の表のとおり設置する。 第３条 事業住宅を次の表のとおり設置する。 

名称 位置 戸数 

中野区南台まち

づくり住宅 

東京都中野区南台三丁目

１番１５号 

２５戸 

中野区弥生町ま

ちづくり住宅 

東京都中野区弥生町三丁

目６番１２号 

３戸 

 

名称 位置 戸数 

中野区南台まち

づくり住宅 

東京都中野区南台三丁目

１番１５号 

２５戸 

 

（申込資格） （申込資格） 

第４条 事業住宅の使用を申し込むことができる

者は、規則で定める特定のまちづくり事業に係る

従前住宅の居住者のうち、当該まちづくり事業の

施行により当該従前住宅が除却され、又は移築さ

れることに伴い住宅に困窮するもので、かつ、次

に掲げる要件を満たすものでなければならない。 

第４条 事業住宅の使用を申し込むことができる

者は、規則で定める特定のまちづくり事業に係る

従前住宅の居住者のうち、転居先の住宅を確保す

ることが困難なもので、かつ、次に掲げる要件を

満たすものでなければならない。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

 ⑵ 区営住宅の使用申込者が備えるべき収入の

基準を満たしていること。 

⑵ 単身者であること又は現に同居し、若しくは

同居しようとする親族（婚姻の届出をしていな

いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

⑶ 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚

姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者その他の婚姻の予約者を含
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の他の婚姻の予約者を含む。）があること。 む。）があること。ただし、単身者のうち、区

営住宅の使用申込みの要件を満たすものにつ

いては、この限りでない。 

⑶ 自立して生活することができること。 ⑷ 自立して生活することができること。 

⑷ その者及びその者と同居し、又は同居しよう

とする者が暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下単に「暴力

団員」という。）でないこと。 

⑸ その者及びその者と同居し、又は同居しよう

とする者が暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下単に「暴力

団員」という。）でないこと。 

２ 前項（第４号に掲げる事由に係る部分を除く。）

の規定にかかわらず、従前住宅の居住者で、まち

づくり事業が完了するまでの間の仮住居を必要

とするものについては、事業住宅の使用を申し込

むことができる。 

２ 前項（第５号に掲げる事由に係る部分を除く。）

の規定にかかわらず、従前住宅の居住者で、まち

づくり事業完了までの間の仮住居を必要とする

ものについては、事業住宅の使用を申し込むこと

ができる。 

第５条 （略） 第５条 （略） 

（使用者の決定） （使用者の決定） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 区長は、前項の規定による使用者の決定に当た

り、事業住宅の管理上必要な条件を付することが

できる。 

 

（特例による使用者） （特例による使用者） 

第７条 区長は、事業住宅の空家の状況その他の事

情を勘案して必要があると認める場合において

は、前３条の規定にかかわらず、別に申込資格、

使用申込みの手続及び使用者の決定基準を定め

て、第４条に規定する者以外の者を使用者として

決定し、事業住宅を使用させることができる。 

第７条 区長は、事業住宅の空き家の状況その他の

事情を勘案して必要があると認める場合におい

ては、前３条の規定にかかわらず、別に申込資格、

使用申込みの手続及び使用者の決定基準を定め

て、第４条に定める者以外の者に事業住宅を使用

させることができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による使用者

の決定について準用する。 

 

第８条～第１３条 （略） 第８条～第１３条 （略） 

（仮住居使用者の特例） （仮住居使用者の特例） 

第１４条 仮住居使用者については、第９条、第１

２条及び前条の規定は、適用しない。 

第１４条 仮住居使用者については、第９条、第１

０条、第１２条及び前条の規定は、適用しない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 仮住居使用者に係る使用料の額は、当該事業住

宅の近傍同種の賃貸住宅の家賃の額を考慮して

規則で定める。 

３ 仮住居使用者に係る使用料の額は、当該事業住

宅の近傍類似の賃貸住宅の家賃水準等を考慮し

て規則で定める。 
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第１５条～第１９条 （略） 第１５条～第１９条 （略） 

（指定管理者が行う業務） （指定管理者が行う業務） 

第２０条 指定管理者は、区長が指定する事業住宅

について次に掲げる業務を行うものとする。 

第２０条 指定管理者は、事業住宅について次に掲

げる業務を行うものとする。 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

（許可等に関する意見聴取） （許可等に関する意見聴取） 

第２２条 区長は、第８条第２項若しくは第１６条

第１項の規定による許可若しくは第１８条の規

定により準用する区営住宅条例第１８条の２第

１項の規定による許可又は使用者（その者と同居

する者を含む。）について区長が特に必要と認め

るときは、第４条第１項第４号、第１６条第２項、

第１８条の規定により準用する区営住宅条例第

１８条の２第２項又は第１８条の規定により準

用する区営住宅条例第２７条第１項第５号に該

当する事由の有無について、警視総監の意見を聴

くことができる。 

第２２条 区長は、第８条第２項若しくは第１６条

第１項の規定による許可若しくは第１８条の規

定により準用する区営住宅条例第１８条の２第

１項の規定による許可又は事業住宅の使用者（そ

の者と同居する者を含む。）について区長が特に

必要と認めるときは、第４条第１項第５号、第１

６条第２項、第１８条の規定により準用する同条

例第１８条の２第２項又は第１８条の規定によ

り準用する同条例第２７条第１項第５号に該当

する事由の有無について、警視総監の意見を聴く

ことができる。 

（区長への意見） （区長への意見） 

第２３条 警視総監は、事業住宅を使用しようとす

る者（現に同居し、又は同居しようとする者を含

む。）又は使用者（その者と同居する者を含む。）

について、第４条第１項第４号、第１６条第２項、

第１８条の規定により準用する区営住宅条例第

１８条の２第２項又は第１８条の規定により準

用する区営住宅条例第２７条第１項第５号に該

当する事由の有無について、区長に対し、意見を

述べることができる。 

第２３条 警視総監は、事業住宅を使用しようとす

る者（現に同居し、又は同居しようとする者を含

む。）又は事業住宅の使用者（その者と同居する

者を含む。）について、第４条第１項第５号、第

１６条第２項、第１８条の規定により準用する区

営住宅条例第１８条の２第２項又は第１８条の

規定により準用する同条例第２７条第１項第５

号に該当する事由の有無について、区長に対し、

意見を述べることができる。 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

附 則 （略） 

 

附 則 （略） 

附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、

第３条の改正規定及び第２０条の改正規定は、令

和元年１２月１日から施行する。 

 

（経過措置）  
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２ 改正後の第２条第３号及び第４条の規定は、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という。）以

後の中野区まちづくり事業住宅の使用の申込みに

ついて適用し、施行日前の中野区まちづくり事業

住宅の使用の申込みについては、なお従前の例に

よる。 

 

 （準備行為）  

３ 改正後の第３条の表に掲げる中野区弥生町まち

づくり住宅の使用に係る中野区まちづくり事業住

宅条例第５条の規定による使用の申込み、同条例

第６条の規定による使用者の決定、同条例第７条

の規定による特例による使用者に係る使用の申込

み及び使用者の決定、同条例第８条の規定による

使用開始手続その他必要な行為は、第３条の改正

規定の施行前においても行うことができる。 
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中野区弥生町まちづくり住宅の概要 

 

１ 経緯 

中野区は、防災まちづくりの推進のため、平成２８年１０月にＵＲ都市機構に対

し、弥生町三丁目における従前居住者用賃貸住宅の建設を要請した。 

その後、ＵＲ都市機構は設計・工事をすすめ、本年１１月にＵＲ都市機構所有の

従前居住者用賃貸住宅が完成する運びとなった。 

 

２ 中野区弥生町まちづくり住宅の概要 

位 置   中野区弥生町三丁目６番１２号（都営川島町アパート跡地） 

名 称   中野区弥生町まちづくり住宅（ＵＲ名称：コンフォール中野新橋） 

規 模   敷地面積約７７０平米、延べ床面積約１，５００平米、 

鉄筋コンクリート造り、地上４階建て 

大世帯用住宅  ５戸（２ＬＤＫ、約５７～７０平米） 

世帯用住宅  ５戸（１ＤＫ～１ＬＤＫ、約３９～５６平米） 

単身又は小世帯用住宅 １７戸（１Ｋ～１Ｒ、約３０～３３平米） 

合 計 ２７戸（※） 

※今年度は、このうち３戸を区がＵＲ都市機構より借り上げる。 

完成時期  令和元年１１月中旬 

開設予定日 令和元年１２月１日 

 

３ 設置目的 

  まちづくり住宅は、まちづくり事業の施行により、従前住宅が除去又は移築され

ることに伴い、転居先の住宅の確保が困難となる方や、建て替え期間中の仮住まい

が必要な方に対して、賃貸住宅を供給することにより、生活再建と円滑な事業推進

を図ることを目的に設置している。 

木造住宅密集地域整備事業等を推進するため、既存の中野区南台まちづくり住宅

に加え、新たに弥生町まちづくり住宅（３戸）を区がＵＲ都市機構より借り上げる

予定である。 
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【弥生町三丁目周辺地区 事業計画概要図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建物イメージ】 

 

区画道路 (幅員５ｍ) 

中野区弥生町まちづくり住宅 
（UR より借上げ） 

川島公園(約 1,330 ㎡) 
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